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はじめに
2013年５月にイギリスの（連合王国）最高裁判所で、錯誤に基づく信託設
定と課税を巡る争いについて判断が下された（FuttervHMRCandPittv
HMRC［2013］ＵＫＳＣ２６－以下、本判決という。控訴審から二つの事件
の併合審となっており、それぞれをFutter事件、Pitt事件と呼ぶことにす
る｡)。その論点は、課税されるという事実を錯誤により気づかないで信託設
定や取引などを行い、課税後に不利益を受ける受託者等から、その錯誤に基
づいた信託設定などの取消し等を求めることができるかという点であり、イ
ギリスでもこれまで多くの判決や諸々の文献により論じられてきた！－な
おこれらの経緯に関し、前稿「イギリス信託法上のHastings-Bass原則に関
するPittvHolt事件控訴院判決一一税の錯誤」（鹿児島経済論集53巻１４号６２
頁、2013年３月）において（以下、前稿という）、Hastings-Bass原則の概要
と、この事件の控訴院判決時までの判例等を説明している－．
最高裁判所では、この点につき、とくに態様としての錯誤を含む
｢Hastings-Bass原則｣2がその事件に適用されるべきか否かがを争われ、
Futter事件・Pitt事件ともにその適用が否定された。ただしPitt事件につ
いては、「エクイテイ上の錯誤」が適用にならないとする控訴審の判断を否
定し、錯誤を放置しておくことが非良心的（unconscionable）かどうかなど
の判断基準を示し、錯誤取消しを認めた。
本判決で最高裁（Walker判事が判決文を書いている。全員一致の判決｡）
は、上記以外の点では概ね控訴院（Lloyd判事）の判断に同意を示し、結果
としてHastings-Bass原則の適用を大幅に制限した－税の事件にそれが適
lStevenElliott,BirkeHacker・andCharlesMitchell（eds.).RCS伽"o〃q/Ｏ”ゆａｊｄｎｚｘ，
（HartPublishing,2013）など。
２本判決パラグラフｌでは、経緯からすればMettoy原則というべきでありHastings‐
Bass原則は間違った名称だが、今やそれがよく知られよく使われている、と述べてい
る。なおPitt事件以前にHastings-Bass原則が主張された判決は24個ほどである
（MichaelAshdown,Ｔγ"雛”ＤＥＣ麺0〃MzAか辱ＴﾙｅＲ“んj〃Ｒ2.．Hns肋jgs.B〔ISS,（Oxfbrd
UniversityPress,2015）§3.12)。
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用可能であることは認めている3・イギリス信託法上で信託（受益者）を守る
ことを目的とするHastings-Bass原則ではあるが!、この原則に関し、受託者
をコントロールするための新しい取扱いが本判決によりなされるようになっ
たという見方をする書籍も2015年に出版されていたり5,昨年も本判決に関す
る論文が発表されている6．
本稿では2013～4年あたりの文献を中心に用いてこれらの点の検討を試み
るが、その際には、事実と結論を繋ぐ法理やそれに至る思考過程にも着目し、
日英に共通する社会の諸要素の存在を前提にそれらに相互関係がないか、と
くに我が国の改正民法の錯誤法に参考になる点がないかを探るつもりであ
る。
第１章信託・エクイティ上の錯誤・税について
細かい判決内容に入るまえに、本稿で扱うイギリスの信託と7、錯誤（以下
信託に関しての「錯誤」であれば断り書きのない限り、無償処分についての
｢エクイテイ上の錯誤」を指すものとする。－錯誤に基づく救済は、本判
３RyanHawthorne,PittvHoltandFuttervFutter:theruleinHastings-Bass,mistake、
andtaxavoidance,BritishTaxReviewNo4（2013）566.569.Hastings,Bass原則がなお
適用されるケースとして、受託背が正しいアドバイスを適切に実行しなかった場合、
アドバイスを受けることなく税問題を見逃したj捌合、アドバイスが明らかに間違って
おり、それを実行することが偏託述反になる場合があげられている（第４末第１節(1)
参照のこと)。
４この原則は信託法から引き出されるものであり錯誤法からではない（Futter事件第１
審パラグラフ21)。
５Ashdownszゆ”notｅ２．
６RobertHam,TheruleinHastings-BassafterPittvHoltandFuttervFutter・Trusts
＆trustees・Vol､２２.No.9,2016,ｐｐ､971-981.
7Ｌａ０ｊ〃ｏ〃ＴﾉWS心（l8ihed､ThomsonReuters’2008）§１－１によると、信託は受益者と
呼ばれる人達のために彼自身の私的財産と区別された、分離基金として受託者と呼ば
れる人を彼によって所有される財産（信託財産と呼ばれる）を扱うよう拘束するエク
イテイ上の義務（obligationIlの前の義務）である。SeealsoAlastairHudson・Ｅ９"地’
α"。Ｔγ"s/,（81hed,Routledge,2015）§1.1.
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決のように信託上の救済と、事実上重なることになる｡）についてのイメー
ジを確認しておこう。
信託は８，重複所有権など土地の権利関係を扱うエクイテイの中心であり９，
かつその排他的管轄である。エクイティの創造物といってもよい信託に対し
ては、イギリスの裁判所が広範な裁量的権限を持っている。そして、その法
理の扱う範囲は広いl0oPitt事件では、財産保全管理人（receiver）にも適用
したように、強い信頼を元にした人間関係に対し適用されうる''。もちろん
信頼があればどんな結果でも受益者は受託者の行為を受入れなければならな
いということにはならず、受益者の保護のために裁判所はこれを取消すこと
ができる。
一方、エクイテイ上の錯誤による取消しが認められるケースは、①契約上
の取引か、②非契約的（一方的）取引かで要件が異なる。契約の場合は事実
に関する、あるいはその法的効果に関する基礎的錯誤が取消しの根拠とな
８イギリス社会で、家族制度や教会制度と並んで重要な信託制度であるが（ＴＯ“＆
WIz"，ｓＱ２ｓｅｓ＆Ｍｚ"γiαﾉＩＳＯ〃Ｅ”(ｙα"。Ｔγ"sts,（9ｔｈＥｄ.,OxfOrdUniversityPress
2012）atl4)、より詳しいテキストでは次のような記載がされている。イギリス法の信
託（trust）は、日常用語の信頼（trust）を法律用語に翻訳した而があり、他者の信頼
（confidence）が概念上の出発点であると言われることもある。そしてそれが－立法
の手助けをうけ裁判所が法制度類似のものを発達きせてきた－モラル上の義務を生
じさせている。しかしそれは必ずしも信託法の歴史そのものであるともいいきれず、
その後の発達は、信託が倫理的な原則を含むという理由ではなく、その使途の広さ、
弾力性によるものである。さらには法律家の道具として、多様な目的で私的財産取引
の分野、特に家族財産の保全で用いられるようになってきている（GrahamMoHat．
Ｔγ"stsLα"d･TExrA"ｄＭｚｌ〃"/s,（511､ed.,CambridgeUniversityPress,2009）ａｔ1.)。
９Ｈ､Ｇ,ハンベリ（小堀惣助訳）『イギリスの裁判所」（鳳舎、改訂版、1983）184頁。
'０しかし、その及ぶ範囲と程度については争いがある。海原文雄「英米信託法概論」（有
信堂高文社、1998）137頁では、広義の信認関係と狭義の信認関係では後者の受託者義
務の方が遥かに高い次元の義務を負う、とある。
'’なお、わが国の信託法理の適用については、道垣内弘人「信託法理と私法体系」（有斐
閣、1996）１１頁、３１頁、樋口範雄「フイデユシヤリ－［信認］の時代」（有斐閣、1999）
参照。改正信託法についても、西岡佐依子「民事信託」武智克典編著「信託法の要点」
（青林書院、2012）279頁以下参照。
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る◎②の場合は、後述のように、取引を維持するのが（非良心的・）不正義
となるような重大な錯誤がなければ取引は維持される'2．
本稿で扱うエクイティ上の錯誤は、上記②の無償贈与取引上のものであ
り、無償でもらう受益者側の利益や、あるいは公益的な面で相続との類似‘性
がある点も意識しておくべきであろう。また錯誤の態様を鑑みる際にも、表
意者の自発的な（spontaneous）錯誤と、たとえば不実表示．（開示義務ある
者の）非開示・不当威圧・強迫・信認義務違反のような相手方や第三者の落
ち度のある行動によって引き起こされた錯誤とは明確に区別する必要があ
る'３．ちなみに錯誤が相手方と共有される必要はない（パラ114参照。以下と
くに断りが無い場合、本判決文のパラグラフの数字を表す｡)。
信託との関係で錯誤は、本稿で扱う受託者の裁量権行使時などに起こりえ
る。たとえば設定当事者の信託目的の誤解により作成された文書について
も、①補正命令（rectification）や、②エクイテイ上の錯誤に基づく取消し
(rescisson）といった救済がなされうる（他に③Hastings-Bass原則による
救済がある)'4．歴史的に見ても、コモンロー の補佐的役割を持ち、柔軟性が
あるエクイティは、原則的に契約の錯誤を認めないコモンローと比較した場
合、エクイテイ上の①契約の錯誤の扱いなども、意思欠狭ではなく、非良心
‘性により関心をもっていると言われる。エクイテイの理論には、非良心的な
行動を妨げようとする基本的な方針が浸透している（バラ128)。
ところで現代の信託法の発展は、課税が刺激になっていることは明らかで
ある'5．信託は、合法である「節税｣・｢租税回避（taxavoidance)」のために
ｌ２ＧｒａｙＷａｔｔ・T7wsfs＆助z心.（6ｉｈｅｄ.､OxfbrdUniversityPress,2014）ａｔ557．
l3TerenceEtherton,TheRoleofEquityinMistakenTransactions,４ＴＬｌ５９（2013）162．
なおエクイテイ上の錯誤に関し、契約の錯誤は、本文にあるような不正行為がなけれ
ば取消すことができない。
MMichaelFurnessandTiHanyScott,Inthepost-Pittworld…,Trusts＆Trustees､Vol、
20,No.9,2014.871．
l3MoHat.ｓ叩ｍｎｏｔｅ８ａｔ７３．
設定される傾向にあり'６，裁判所もこれを認め、最も少ない税額にするため、
巧妙（ingenious）であっても、個人のキャピタルや収益を処理する権利を
認める多くの判決がある－裁判所による批判的アプローチも増えている
が'7．元々 、イギリスでは、節税する権利があるとされ'８，裁判所は、立法の
文言のみの解釈にもとづく判断を行い、政策的考慮を無視し、行政と納税者
の間で中立的にたっていたと言える'9．ところが、政府の側も財政の関係で
法改正により課税システムの変更を行い、結果として当初の節税効果は達成
されなくなると、そこで受益者等は、信託の内容の変更を裁判所に求めたり
する20°このような中で、信託の錯誤取消しも主張され、裁判所の考え方も
変遷していくのである。
第２章これまでの経緯
次に最高裁判決までの経緯を簡単にみてみよう2'。いわゆるHastings-Bass
???
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Ｔｏｄｄ＆Watt,ｓｚゆｍｎｏｔｅ８ａｔｌ５・
P.Ｈ､Pettit,Ｅ９"i〃のｚｄＴＡｃＬα〃ｑ／Ｔ７９ｚｲsts，（l2thedOxfbrdUniversityPress2012）
at２８.受益者の利益に配噸した場合、例えば節税のため海外に移住するというのが決し
て受益者の利益にならないとしてスキームを認めなかった場合がある。すなわち、未
成年者である受益者が得ることになる節税であるが、それは決してイギリスの道徳教
育や社会教育に勝るものではない、多すぎる額が与えられることによって子供はだめ
になる、と述べたりするものがある（ReWeston，sSettlements［1969］ｌＣｈ２２３)。Ｓｅｅ
Ｔｏｄｄ＆Watt,szJPmnote8at299．
かつて、イギリスの大法官府は税を最小化するために禰馴を構成することを受託者と
受益者を助ける際に蹄路しなかったし（FrankHinks,Settingasidetrusttransactions
undertheruleinHastings-Bassoronthebasisofequitablemistake-acａｓｅｓｔｕｄｙｏｆ
ＦｕｔｔｅｒｖＨＭＲＣａｎｄＰｉｔｔｖＨＭＲＣ［2013］ＵＫＳＣ２６・Trusts＆Trustees,Ｖｏｌ２０.Ｎｏ．
l＆2,2014,79,85.)、今でも、鮫もすぐない額の税を引き寄せるため個人のキャピタル
や収益の処理をする権利を認めているより多くの判決がある（P.Ｈ､Pettit.s””ｎｏｔｅ
ｌ７ａｔ２８)。矢内一弘「一般否認規定と租税回避判例の各国比較」（財経詳報社、平成
27）８０頁以下参照。MoHat,szゆmnote8at80,87．
Moffat,ｓ”ｍｎｏｔｅ８ａｔ７９・
ScottAtkins,Ｅ９"妙α"ｄＴγ"sts.(Routledge,2013)ａｔ263．
GaryWatt.Ｔγ"sfsα"ｄ“"ぬ',（6thed,OxfbrdUniversityPress,2014）ａｔ３５９以下、お
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原則の元になったReHastings-Bass事件（以下Hastings-Bass事件という）
(1975）は22、受託者が、永久禁止（perpetuities）原則により無効となると理
解していない状態で、サブセツルメントという手段に依る前払い
(advancement）の権限を行使する決定をしたものであり、裁判所はこれに
｢介入」（介入という場合、裁判所がその行為を取消すことや補正命令を出す
ことを念頭において論じている。以下も同じ｡）することを拒否した。なお、
課税当局は無効を支持した。しかしMettoyPensionTrusteesLtdvEvans
andothers23（以下Mettoy事件という）事件（1990）でその原則は変質した。
Mettoy事件のWarner判事は、Hastings-Bass事件で示されたような介入
拒否の要件（下記（Ａ）－最高裁も引用・パラグラフ24）ではなく、逆の、
介入できる要件（Ａの「干渉すべきでない」などの否定形を肯定形にした言
い回し）を打ち立てた。
（Ａ）
「我々の判断では、その信託の（32条のような）条項によって、受託者が、
誠実に行動する、ある事柄に関する裁量を与えられている場合、次のことが
無ければ、裁判所はそれが十分な意図した結果を有しなくても彼の行動に干
渉すべきでない。
（１）彼に与えられている権限によっては彼が成し遂げたことが、オーソラ
イズされないこと。または、
（２）もし(a)彼が考慮に入れるべきでなかったことを考慮に入れなかった
ならば、あるいは
もし(b)彼が考慮に入れるべきだったことを考慮に入れなかったこと
がないならば、
彼がしたようには行動しなかったであろう（wouldnot）ということが
??
よび、Hinks,ｓｚゆ”ｎｏｔｅｌ８ａｔ８６に要領よくまとめられていたので、本節の記職は概
ねこれに基づく。
Ｃｈ,２５
１ＷＬＲｌ５８７
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明らかであること｡」
Hastings-Bass事件それ自体は、その後に発展していったHastings-Bass
原則と言われるようになったものを適用した事件ではないが、その後、法律
の専門家は、不利な税効果をもたらす取引を無効にするため、Hastings‐
Bass原則に活路を見いだしていた。実務でその原則は都合よく用いられ、
そうでない場合は無視された。その原則を公的に抑制することを求める判決
もあったが結局、－Hastings-Bass原則は外部の申立から受託者の意思決
定を守るべく予定されていたが－次第にそれは受託者によって、自身の決
定を無効にするために使われるようになってきた。その後も、Hastings‐
Bass原則をさらに拡大したSieffvFox事件24(以下Sieff事件という）（2005）
があったが、それを狭め、元に戻したのが本判決の控訴審であり、Hastings‐
Bass原則に関する限り最高裁は控訴審のLloyd判事と同意見であり、その
適用を求める上訴を否定した。なお、Hastings-Bass原則は、2000年までは
受託者が節税プランが間違った場合の手助けでなかった（バラ35)。
第３章最高裁判決
第１節最高裁判決の概要
Pitt事件とFutter事件という２つの裁判で、ともに第一審2５（2010）では
Hastings-Bass原則が適用され、受託者（Pitt事件では財産保全管理人）の
処分を無効とする判決が下された。なおPitt事件第一審では錯誤主張が認
められなかった。
控訴院ではこの二つの事件が併合されて審理され、第一審とは逆に
Hastings-Bass原則の原則の適用が否定されている。錯誤についても、後述
2４
２５
ＥＷＨＣｌ３１２
ＰｉｔｔａｎｄａｎｏｔｈｅｒｖＨｏｌｔａｎｄanother［2010］ＥＷＨＣ４５（Ch).Futterandanotherv
Futterandothers［2010］ＥＷＨＣ４４９（Ch)．
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の「効果と結果」の区別基準を採り、否定していた。
上訴にあたり、Futter事件に関しては、Hastings-Bass原則の適用を求め、
Pitt事件では、Hastings-Bass原則の適用、予備的に錯誤取消しを主張した
が、最高裁判所は両事件ともHastings-Bass原則の適用を否定し（パラ98)、
結果、Futter事件は原審どおり処分の無効や取消しを認めなかったが、Ｐｉｔｔ
事件に対しては控訴院の判断とは異なり、錯誤取消しを認めた（パラ142)。
Futter側は、最高裁で初めて錯誤の問題を取り上げたが、その上訴も拒否
されている（パラ135)。
第２節事実
（１）Pitt事件の事実
最高裁が述べる事実には、控訴院のものにさらに付け加えている部分があ
る。この事案は控訴院の判決を覆し錯誤主張を認めていることもあり、ここ
では、最高裁が認めた事実を中心にして、若干詳しい要約にした26。
DerekPitt氏は1990年に、交通事故で頭にひどい怪我を負い、精神的無能
力（mentalincapacity）に陥った。彼の妻であるPitt夫人は、1983年精神保
健法（MentalHealthAct）のもと、彼の財産保全管理人として任命された。
彼の死亡の際は、彼女が遺産に関係する唯一の受取人であった。Pitt氏の障
害に対する損害賠償請求は、120万ポンドで系統的和解（structured
Settlement)27によって決着がついた。Pitt夫人の事務弁護士は、系統的和解
についての専門的経験を有しているといわれるフイナンシャルアドバイザー
事務所のFrenkelToppingからアドバイスを求めた。彼らは損害賠償は裁
２６SeeWilliamHenderson,ＰｉｔｔｖＨｏｌｔ［2013］ＵＫＳＣ２６:settingasideavoluntary
dispositionfbrmistake,Trusts＆Trustees,Vol,19,No.10,2013.ｐｐ､985991.Seealso
RichardWilson,TrusteemistakesPost-FutterandPitt､Trusts＆Trustees,Vol、１９，
No.10,2013.ｐｐ９７５-984.
27研究社「英米法律語辞典」（2012）によれば、「被告が原告に対して一定期間定期的に
一定金額を支払うことに合意する内容での訴訟の和解；亜い傷害の被害をこうむった
人への一時金に加えての損害賠倣としてしばしば用いられる｡」
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量的承継的財産処分（discretionarysettlement）にすべきだとアドバイスし
た。そしてそれは1994年に保護裁判所の認可をえてなされた。その信託は
SNT（DerekPittSpecialNeedsTrust）と呼ばれた。FrenkelTopping事務
所は、アドバイスを報告書にして、財産保全管理人としてのPitt夫人に送り、
それは、保護裁判所に対する申請により彼女の夫を代表することとなったオ
フィシャル事務弁護士も入手できるようにした｡報告書はＳＮＴが獲得する
ことが期待される様々な利点に言及していた。しかし所得税とキャピタルゲ
インに触れていたが、相続税には言及していなかった。ところが、つぎの(i）
(ii)の場合ならば、直接、相続税の負担額なしにＳＮＴが設立されたのであっ
た。（i)それが収益保有信託28であった場合、または(ii)それが1984年相続税
法89条（障害者のための信託）に従う裁量信託であったなら、８９条に従うた
めには、Pitt氏の生前に用いられる設定財産の少なくとも半分を彼の利益の
ために用いる旨の条項を規定していなくてはならなかった。しかし、作成さ
れ実施されたＳＮＴはこのような制限を含んでいなかった。その結果は、１０
年周期の2004年のさらなる課税予測とともに、１０万ポンドの相続税に対する
直接の負担額であった。第一審のEnglehart副判事は、2010年までの全課税
額は利息と（もし厳しく取り立てられたら）ペナルティとあわせ20万と30万
ポンドの間の額になるに違いないと述べた（以上バラ53～54)。
なお、前述の報告書は、一時金と年金をPitt氏から奪う承継的財産処分
設定の三つの理由を示していた。その一つが、何らかの可能性のある、Ｐｉｔｔ
氏に対する家計調査されうる公の給付金の減額がそれによって避けられるだ
281984年相続税法の89条１項及び２項参照。イギリス信託・税制研究会「イギリス信託・
税制研究序説」（清文社、1994）316頁によれば、「収益保有信託では、受託者に所得を
蓄積する権限がなく、信託財産から発生したすべての収益はそのまま受益者に移転さ
れる。したがって、収益保有信託では、収益は、そのつど受益者において課税をうけ
る｣。一方「裁逓信託が設定された場合には、設定時点でただちに相続税の課税を受け
る。・・・裁量信託では、受益者はいまだ特定しておらず、又は非存在であって、受益
が確定するまでの間受託者の手元で所得の溜りが発生する恐れがあ」るからであろう。
MoHat,s”ｍｎｏｔｅ８ａｔ３９５も参照。
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ろうと考えられること（実際にはPitt氏は一度も何らの家計調査されうる
公の給付金を受けとっていなかった)。二つ目が、基金は、Pitt氏及びＰｉｔｔ
夫人の銀行が彼らに対して有しているかなりの額の金銭的請求権から守られ
る、という示唆があったということ。三つ目が、基金をPitt氏のコントロー
ル外にすることにより継続的な保護裁判所の監督が避けられるだろうという
ことであった（以上第一審パラグラフ８)。
Pitt夫人と彼女のアドバイザーは、2003年に相続税の負担額を知ることに
なった。2006年に（｢訴訟のための近友」litigationfriendのもと）Pitt氏と
SNTの受託者達は、専門家のネグリジェンスに基づく損害賠償を要求して
Frenkelに対し訴訟手続を始めていた（本判決が出された時点では和解済み。
バラ90)。Pitt氏は2007年に死んだが、彼の人的代表者（SNTの受託者の二
人でもある）は、さらなるアドバイスを受入れた後、ＳＮＴをHastings-Bass
原則のもと、あるいは錯誤に基づき無効にすることを求めて訴訟手続を始め
たのが本件である（パラ55)。
（２）Futter事件の事実
最高裁の判決要旨によれば次の通りである。
1985年にMarkFutter氏は二つの（ここでは第一・第二という）承継的
財産処分（settlement）をした。2004年に英国の居住者である彼とCutbill
氏の両名が任命されるまで、二つとも非居住受託者のそれであった。2008年
に、事務弁護士のアドバイスで、Futter氏とCutbill氏は、拡大
(enlargement)」権限行使の際、Futter氏に第一承継的財産処分の全元本を
配分した。そして「前払い」権限行使の際、第二承継的財産処分から
Futter氏の３人の子供へ等しく３万６千ポンドを配分した。その際彼らは、
1992年キャピタル・ゲイン課税法（TCGA）２条４項の効果を見逃していた。
それはFutter氏に対する巨額なキャピタル・ゲイン税の負担税額と、彼の
子供に対するあまり多くはない税額という結果になるものであった。Futter
氏とCutbill氏は、２つの承継的財産処分の受託者として「拡大」証書と「前
払い」証書を無効宣言してもらう申し出をした29．
その詳細は次の通りである30．その信託が「蓄積利得」（stockpiledgains）
を有していて、受益者に「前払い｣3'をすることによって洗樵（ｗａｓｈout）
することを受託者は望んでいた。その支払いは受益者にキヤピタルケイン税
の課税を生じるものである（1992年ＴＣＧＡ法の89条）が、それを受取人受
益者の毎年の控除額によって相殺することが提案された。それでもって何年
にもわたり信託基金が何らのキャピタルゲイン課税負担なしに配分されると
いう結果になりえた。ところがFutter氏は、受益者の個人的損失は信託利
得の相殺のために使われることができると示唆した。その結果、基金は何年
にもわたって、というのではなく、すぐに支払われるということになった。
不幸にも、このプランは、８９条の利得が受益者の個人的損失によって相殺さ
れることを妨げる２条４項により機能しえなかった。そこで無効宣言をして
もらう必要が生じたのである。なお、この規定は受託者にアドバイスする事
務弁護士（｢受託者の一人はその事務所のパートナーだった｣）により見逃さ
れていた。したがって前払いがなされたとき、キャピタルケイン課税が生じ
た。
第４章最高裁判決の論点
つぎに前述（第３章第１節）の判決結論に至る判決文の中で展開されてい
る議論や、その後の批判についてみてみよう。
以上、http://www,bailii､org/uk/cases/ＵKSC/2013/26.(imagel).pdfより。
Wilson・ｓｚゆｍｎｏｔｅ２６ａｔ９７５
信託を更に信託するのには前払いを使うようであるが、アポイントメントは前払いが
受託者法32条で制限されている場合に使うようである（SﾊﾉELL・ＥＱａＴＹ;（32ｎｄｅｄ.，
ThomsonReuters,2010）§10.5,§10.6.)。
???
３８鹿児島経済論集第58巻第1号（2017年11月）
中島昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス鍛尚裁判例を参考に３９
第１節Hastings-Bass原則について32.33
Hastings-Bass原則は、損害賠償を求める他の一般的な信託違反と異なり、
受託者の行った行為を消し去る目的があるが、その法的効果が、無効でなく
取消しである点は争いがなかった狐。受託者の行為を取消すHastings-Bass原
則の用途は、実務的に拡大してしまう傾向があるので、その制限として以下
に掲げるものを判決は示している。結論的には、判決全体を読むと
Hastings-Bass原則は、Futter氏やPitt夫人の訴えを表わすのに正しい方法
でないとWalker判事は考えているようであり35､控訴院の判断に従い（パラ
60,62参照)、受託者が権限をオー バー した際のミス（anerrorbytrustees
ingoingbeyondthescopeofapower）のような、ごく例外的な場合のみ、
その原則が使えるという判断に至った。この点の重要性を指摘する文献もあ
るが、ここでは言及しない36。
３２Hastings､Bass原則を利用した事例や利用しなかったケー スはTangHangWit，
RationalisingReHastings-Bass：ＡＤｕｔｙｔｏＡｃｔｏｎＰｒｏｐｅｒＢａｓｅｓ，TrustLaw
lnternational・Vol､21.ＮＱ２（2007）pp62-78に詳しい。
郷裁判外であるが、Walker判事は、Hastings-Bass原則は、実務的確実性を推進し、受
託者に対し、変わらぬチャレンジにつき恐れることなく決定をする自信を与える、実
務上の確実性は、完全に情報を与えられた意思決定の椴牲の上にやって来るのかもし
れない、そしてその二つの間でバランスがとられる、というような趣旨のことを述べ
ていた。SeeRobertWalker・TheLimitsofthePrincipleinReHastings-Bass.［2002］
ＰＣＢJuly/Augus・pp226-240・
訓UnderhillandHayton・Ｌａｚ〃Ｒｃｍ""ｇｍＴγ"stsα"。ＴﾉWSI“s，（ｌ７ｔｈｅｄ,Butterworths，
2007）§61.22では無効を支持している。なお取消しを認めるということは、裁判所に
よる裁撒的救済を認めるということになる。そして、その取消しがあった場合、保護
されるべき有償蒋愈の鋪三者の地位に、課税当局はいないということになる。課税は
生じた取引の制定法上の結果であるからである（[TaxJoumal］https://ｗｗｗ・
taxjournaLcom/articles/futter-pitt-hastings-bass-principle,300520132014年３月28日閲
覧ＳｉｍｏｎＭｃＫｉｅ,Futter＆Pitt:theHastings-Bassprinciple（2013))。
鱒MichaelLFirthMonetaryMistakes,l71Taxation4403（2013）１４．１６．
３６Ashdown､ｓ２ゆｍｎｏｔｅ２ａｔｌ７.なお、詐欺については本判決で（無効か取消しの部分等
で）若干触れており、この本でも、Hastings-Bass原則や錯誤以外に、権限に関する詐
欺（fraudonapower）について扱っている。受託者が、無関係な考慮を行う、すなわ
ち不適切な目的で椛限を行使する場合は、詐欺とオーバラップする（157頁)。本判決
なお、Hudsonのテキストでは、Hastings-Bass原則の適用は、確立され
ている信託義務になじまない、より裁量範囲の広い、裁量信託の権限につい
ての誤用を前提にしていると述べられており、その原則の対象は、受託者の
行為であり、信託証書それ自体の脆弱性や委託者の行為の問題でない点や、
受託者の裁量権限の行使の場合であって、受託者の一般的権限の行使まで拡
張されない点も、制限として付け加えている37°
（１）Hastings-Bass原則の要件としての「義務違反」（breachofduty）
について
前述のとおり適切な権限の行使をしなかった場合にHastings-Bass原則を
あてはめるには、例えば課税の結果を考えていれば絶対その処分はしなかっ
たという事実だけで十分なはずだが、それに加えて義務違反という要件が加
わった。この点の経緯としては､Barr事件が､それまでの他の事件と異なり、
義務違反要件の必要‘性を認めHastings-Bass原則の適用を制限している。し
かしSieff事件でLloyd判事がこれを否定（Sieff事件判決パラグラフ119)。
Pitt事件控訴院判決では、そのLloyd判事が自己の誤りを認め（原審パラグ
ラフ30)、義務違反を要件にし、なおかつ権限外行為の無効の場合と明確に
区分した。本判決はこれを正しいとして認めた。
一方、この事件の上訴人は、裁判を通し、その原則の基礎は裁判所の信託
に対する監督機能であることを示しながら38、重要な考慮点を考慮に入れな
かったという受託者の決定における欠陥（aaw）を要件として主張していた
が（パラ71～80参照)、Walker判事はそれでは不十分であるとし、裁判所の
介入には（信認（fiduciary)）義務違反が必要であるとしたのであった（パ
??
のパラグラフ62では、詐欺的アポイントメントすなわち、実質的に不適切な目的でな
されたと示されたものは権限外行為と不十分な考慮の間のどこかで別の分類を必要と
するかもしれないという（seeFirth,s”mnote35atl5)。この３つの欠陥、すなわち、
詐欺・権限外・不十分な配慮については本稿では言及しない。
Hudson,s”ｍｎｏｔｅ７§8.3.l3at383‘､Limitingtheprinciple"、
Wilson,ｓ"ｍｎｏｔｅ２６ａｔ９８０．
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中島昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス最高裁判例を参考に４１
ラ73)。欠陥要件だけであれば、受託者の落ち度や過失が問題にならず、客
観的な要素に基づく判断がなされたであろう。
ところでこの義務違反は、どういった内容のものを指すのであろうか39．
一般的には、受託者の良心に基づくエクイティ上の義務としては40、信認義
務が中心であるが、その信認義務の内容は、信託証書の内容も含めた人的な
関係性や信託財産の特性により、様々なものがありえる。その代表的なもの
が誠実義務や忠実義務4'である。だが裁判所は、信認義務違反のみが司法介
入を正当化すると述べるにとどまり（パラ73)、その他の義務との関係に深
く言及していない４２．義務違反がなかったと判断されたわけだから、種々 の
義務の区別・分類もする必要がなかったのであろう。明らかなことは最高裁
判決が、Hastings-Bass原則に関し「受託者の重大な事柄につき考慮をする
義務は信認義務である」と述べる原審のパラグラフ127を引用し、是認して
いるということである（バラ70)。
これらの点に対しては、信認義務違反要件のような、受益者がその違反の
立証責任を負ったり、受託者がよりイニシアティブをとりやすい結果となる
３９PeterVaines,TaxingmattersLegalUpdateCommercial,l65NLJ7646（2015）23,24で
は、裁判所（AltusGroup（ＵＫ）LimitedvBakerTilly［2015］ＥＷＨＣ４１１（Ch）は、
義務違反があるかどうかはチャンスの喪失があったかどうかを考慮することによって
決している、といっている。
４０Hudsons””ｎｏｔｅ７§2.4.1,§8.1エクイテイの良心性と、名義を換えることからして
そうであるが、租税回避などのために使われる信託とは、パラドックスの関係である
（seeAlastairHudsonPALGRAI/ＥＧＲＥＡＴＤＥＢＡＴＥＳ〃ＶＬＡＷ；（PALGRAVE、
2014）ａｔ３６.)。
棚Ashdown.ｓ"Ｐｍｎｏｔｅ２§4.02では受託者の義務は、ｌ信認義務（Fiduciaryduties）
２注意努力（careanddiligence）義務３その他受託者の地位から生じる義務、とい
う分類をしている。２はｌの一面であるという見解も紹介されているが（§4.03)、本
稿ではこれ以上立ち入らない。
１２そこで』､EPennerのテキストでは、「受託者」の義務に受託者が違反した、と単に考
えることが恐らくベストであると述べている。そしてこれは、受託者が不注意である
（negligent）ケー スでさえも無効にされうるような注意義務（dutytotakecare）かも
知れない、という（J,EPenner.Ｔ〃ｅＬα〃ｑｆ乃脚s応.（9ｔｈｅｄ.､OxibrdUniversityPress，
2014）ａｔ８７)。
要件構成はふさわしくない、との批判がある。長期的には、受託者が自己の
義務違反を立証しなければいけないとなるとHastings-Bass原則を使うのを
蹄曙するようになるであろう43．
Futter事件の事案では、税金は重要事項なので受託者が考慮しないのは
義務違反であるが、Futter氏はアドバイザー の言うことを信じたので義務
違反はないという結論に至っており、Pitt事件も同様な判断であった44.両事
件とも専門家のアドバイスを受けて受託者等は意思決定をしていたからであ
る。しかしこの判断に対して、専門家を頼まないで受託者が判断してミスを
したなら取消しになり、専門家に相談してそれに従ったら取消すことができ
ないのは論理的におかしい、という批判がある45．判例要旨には46、Hastings‐
Bass原則の背後にある政策であるところの、受託者による異常な
(aberrant）行為から受益者を保護する必要性と、受託者の決定に際し受託
者に余りに厳格な基準を課さないこと、とのバランスをとらなければならな
い旨が書かれてあり（本判決のパラグラフ83の部分)、妥当なところであろ
う47.
（２）mightとwould
Hastings-Bass原則の適用の基準に関してさらに問題になっていた点に、
mightかwouldがある。欠陥のある考慮が義務違反（パラ80）ではあるが、
欠陥のある考慮、すなわちある重要な事柄を考慮しなかったことだけでは不
十分で、受託者がそれを考慮したら、その行為を「しなかったであろう」
４７
???
Hinks,ｓｚゆｍｎｏｔｅｌ８ａｔ８４・
Wilson,ｓｚゆmnote26at980
Atkins,s"ｍｎｏｔｅ２０ａｔ３３３.なお、控訴審128パラグラフ及び、RicharddeLacy,The
CourtofAppealRemovestheSafetyNet:PittvHolt;FuttervFutter［2011],Trusts
＆Trustees,Vol､１７.No.5.2011,425,430も参照。
https://ｗｗｗ,supremecourt､uk/cases/docs/uksc-2011,OO89-press､summarypdf（2013年
９月24日閲覧）
その他、判決は、免責条項（exonerationclauses）にも言及している。Hastings-Bass
原則の適用を排除するために免資条項は適用されないだろうと言っている（バラ89)。
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(wouldnot）ことを示さなければいけない（Mettoy事件のWarner判事の
意見)。ReHastings-Bass［1975]Ｃｈ,２５のBuckley判事も同様である。一方、
Pitt事件第一審ではmightを使っている（Pitt事件パラグラフ22)。この場
合は「していなかったかもしれない」（mightnot）ということになる48．原審
はどちらが正しいかを判断しなかった'9．最高裁判決では（バラ92)、
Stannard事件（注64）の職業的な年金信託では、「mightnot」基準は容易
に裁判所が介入することになり、受託者にとってより厳格であり、受益者に
はより苛酷でない、と述べ、力､たや「wouldnot」基準は、ボランティア的
な家族信託にふさわしいと述べている。要は、mightの方は客観的に示せば
よいだけであるが、wouldの方は原告が主観的にもはっきりとそうなること
を証明しなければいけないということであろう50．主観面まで考慮した場合、
重要度の認識など評価困難・不能項目が多くなりすぎることも予想される5'。
結局、最高裁判所はwouldかmightかというような厳格な定め方は、裁判
所が実務上ベストな解決をするのを妨げるという理由から、どちらが正しい
とは言っていない。状況次第ということであろう。義務志向のHastings‐
Bass原則の説明にあっては、この点はもはや重要なものとは言えなくなっ
た、という見方もある52．
第２節錯誤
（'）錯誤とは５３
前節(1)で述べたHastings-Bass原則は、信認義務違反（breachoffiduciary
?????
』1８
ちなみに英和辞典によれば（ジー ニアス英和辞典第４版)、確信度はcould,might,may，
can・should､oughtto,would,will,mustの順で尚<なる。
前稿57頁も参照のこと。
Hudson.s"”ｎｏｔｅ７§8.3.1.3．
seeI6虹§8.3.1.3note319・
Ashdown､ｓＩゆｍｎｏｔｅ２§8.06．
なお、堺実錯誤か法律の錯誤かという問題も本稿では触れない。最高裁は両者を同じ
ように扱っている（バラ122)。
中烏昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス殿高裁判例を参考に４３
duty）の一般的理論の中に包含されたと言ってもよいであろう別。従って、
信託の当事者の行為が自己の錯誤の結果から解放されたい場合は、その「義
務違反」か「エクイテイ上の錯誤」という概念を用いることになる55。しかし、
この２つの概念は、たとえば義務違反では「不知（ignorance)」をカバー で
きるが錯誤ではできない（特定の信念を有しないから)、というように56、基
本的な法的基礎が異なる。前者が、受託者の裁量の欠陥的行使ということで
あり、後者は、真実をつかみ損ねた結果の錯誤、あるいは事実についての錯
誤判断というように分けることができる（パラ75参照)。
錯誤に関して、Walker判事は判決で次のように説明している（パラlO4～
１０９，１２２，１２７，１２８、特に１０８，１２８)。まず錯誤の概念を、（数字は筆者が便
宜上つけた）①現在又は過去の事実的あるいは法的状況についての間違った
(incorrect）意識的（concious）信念（belief）あるいは黙示的（tacit）前提
(assumption）であるとし、将来についての間違った予測（misprediction）
や57、単なる怠慢（fbrgetfUlness）・不注意（inadvertence）・不知（たとえば
信託設定の課税を知らなかった）では58錯誤の資格がない59．エクイテイ上の
錯誤の救済要件として、②後述する「効果と結果」の区別、③十分な重大性
(sufficientgravity）を有する因果関係のある（causative）錯誤が要件（バ
ラ122）－たとえば信託設定の課税の結果を知っていたなら設定しなかっ
た－．④裁判所の介入は個々のケースの事実に与えられる公正な（just）
結果についての明白な考慮に基づいており、裁判所は、ある特徴的な錯誤の
存在、取引にとってのその重要性（centrality)、その結果の重大性を全体的
Firth,ｓ”ｍｎｏｔｅ３５ａｔｌ７・
SeeEtherton､ｓｚＷＹｚｎｏｔｅｌ３ａｔｌ５９・
Firth・ｓＩゆ”ｎｏｔｅ３５ａｔｌ６，
錯誤と予測の区別は不当利得で論じられてきた（Ashdown,s”ｍｎｏｔｅ２§１０．０９.)。
See必〃§§9-32～9-36。
不注意や不知は間違った信念や前提に導くものと捉え（バラ１０５)、「意識的信念」ある
いは「暗黙の前提」の推論により（バラ108参照)、Pitt事件は単なる「不知」でないと
している。
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中島昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス最高裁判例を参考に４５
に（intheround）考慮すべきである。⑤そして裁判所は、錯誤を訂正され
ない（uncorrected）ままにしておくことが、非良心的（unconscionable）
か又は不正か（unjust）どうかに関し60、評価的判断（evaluativejudgment）
をすべきである（バラ128．その際には事情の変更（chageofposition）を含
む詳しい調査も必要であろう。パラ126)。
以上の錯誤の説明では、著名なGoffの不当利得法テキスト（以下Goffのテ
キストという)61の錯誤の３つの分類（間違った意識的信念・間違った暗黙
的前提．因果関係のある不知のケース6ｰそして、この３つめについては
不十分であると否定する｡）を用いている。⑤の非良心的かどうかなどは、
諸原則からは決定できず全体的に考慮する必要があるとしており（パラ
128)、③④に関しても、どのように重大性の概念が適用されるべきかについ
て明確なガイドラインを最高裁は示していない。ただ、密接な事実の調査に
基づいて、決定しなければならないと言っているだけである（バラ126)。こ
れに対しては。柔軟性はあるが不確定性が残るという批判がある63°
（２）「重大性」「Ogilvie基準」「効果と結果」
第１章で触れたように、同じ錯誤が関係する取引でも、契約取引と無償取
引で区別されている。前者の商的確実性の要請と、後者の無償取引に対する
配慮（特に無償取引の税効果に関する錯誤（バラ129以下)）とで、異なる扱
いする旨を判決では明確にした。特に後者につき（後述(3)の「リスクの引き
受け」をしていなかった場合ではあるが）無償取引（処分）をする人の側の
侭’小山泰史「英米法不当利得法における「不当性要素」（unjustfactor）の意義一カナ
ダ不当利得法における「法律上の理由の不存在」との関係を中心として」立命館法学
336号（2011）263頁以下。
６１GofY＆Jones・ＴＡｅノロ〃q/〔ﾉ>ﾘzzsfE"γ/cA腕g"Ｉ.（8ｔｈｅｄ.,Sweet＆Maxwell､2011)．
唾特に因果関係のある不知とは、不知がなかったら当該人は彼がしたようには行動しな
かったろうという意味であるとバラ108で説明されている。なお、ＧｏＨのテキスト、錯
誤の章（d）Ignoranceにおいて、本文の場合、原告の意思の欠鉄が原状回復の救済を
許すという説明になる（Goff＆Jones,szゆｍｎｏｔｅ６１§9.32)。
“Wilson.ｓ"ｍｎｏｔｅ２６ａｔ７８３．
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不注意（carelessness）を問題にしない点や、錯誤がその取引により利益を
受ける者に知られている必要のない点（相手から錯誤が惹起される必要もな
い）をあげている。すなわち十分な重大性（gravity）を有する、因果関係
のある錯誤が必要というだけである（以上パラ114～123)。
ただし、重大といえるかどうかの基準に64、さらに錯誤の放置が非良心的
かという良心基準も要求される（パラ124以下）（この要件をOgilvie基準と
呼ぶことにする65)66．
控訴院は､取引の｢効果と結果」とを区別して67､単なる取引の結果の場合、
錯誤救済を拒否したが、最高裁はこの区別をせずに錯誤を認めた－その結
果、Pitt事件では、不利な課税（＝結果）がないという間違った信念に基づ
く錯誤を救済した－．この効果か結果かという区別の困難さは、批判され
６lStannardvFisonsPensionTrustsＬｔｄ（[1991］ＰｅｎＬＲ２２５）事件（受託者が年金基金
につき時代遅れの評価に基づいた譲渡価格でもって決定をしていた事案）に触れた個
所で、間違い（error）の法的な（legal）重要性は、受託者の仮説的再考の的確な本蘭
に左右されるというよりむしろ市場価値における変化の規模に左右されるに違いない
（バラ34）とあり、客観的面が重視されている。
侭OgilvievLittleboy（1897）ｌ３ＴＬＲ３９９（OgilvievAllen（1899）ｌ５ＴＬＲ２９４として貴族
院で承認される).Ogilvie基準は、信託法や不当利得法のテキストに出てくるが、契約
法のテキストには出てこないようである。長く忘れられていた判決をSief判決で取り
上げられた。それ以降、下級審ではOgilvie基準を採用するか後述のGibbon判決の効
果・結果の区別かという問題が生じた（Goif＆Jones,s妙ｍｎｏｔｅ６１§9-103.)。
６６錯誤に基づいた給付により、持っているのが不正ということならば、課税当局に不正
な金を維持させるということはなくなる。すなわちタックスノーマライゼイション（課
税正常化主義）では以下のように主張される。不注意で増加した（納税者の）責任を
正すことができるべきである。破棄されなければならない移転は、課税寅任の結果に
なるべきでない。課税に対するエクイテイの適用、などである（MichaelLFirth.Ifit･s
broken・ｆｉｘｉｔ，l71Taxation4425．（2013)，https://ｗｗｗ,taxation､ＣＯ､ｕｋ／
Articles/2013/１０/23/315361/ifit-s-broken､fix-it（2017年９月13日閲覧))。
６７GibbonvMitchell［1990］１Ｗ､ＬＲ１３０４において（以下Gibbon判決という)、Millett
判事は、効果と結果（eHectsandconsequences）を区別した。無償譲渡の際の、エク
イテイ上の錯誤の制限ということで、最も制限的な錯誤論を主張した。すなわち錯誤
取消しが可能なのは、効果についてのみであって、単なる取引によって得られる利点
や結果では認めなかった。なおOgilvie判決の引用はなかった。
中島昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス最高裁判例を参考に４７
ており68、その批判に最高裁は同調した。「効果と結果」の要件をはずして、
錯誤の範囲を増やすことで、Hastings-Bass原則の適用範囲を縮小すること
とのバランスをとったと言えよう69。
なお、全ての裁判所がこの区別を受け入れていたわけではなかったが、区
別を残している間、エクイティ上の錯誤に関するイギリス法が、無償取引の
税の結果に関する錯誤という、まさに一般的な状況に対し、救済を与えてい
なかった点に注意しておく必要があろう70.
以上述べてきた要件のもと、錯誤救済の範囲が多少広げられ、税に関する
錯誤一節税のための取引だったのに予期しない課税が発生一も、錯誤の
重大性に関連しエクイテイ上の救済が可能であると示されている（パラ
132)。
（３）リスクの引き受け
判決文「税についての錯誤」の章の中のパラグラフ135で71、専門家のアド
バイスに基づき行動している原告は、租税回避策が効果的でないと判明する
かもしれないという『リスクを引き受けた」として、裁判所が救済を拒否す
るのは正しいと、述べている72。これは、意識的な「リスクの引き受け」概
開JonathanHilliard・GibbonvMitchellReconsidered:MistakesastoEffectsand
MistakesastoConsequences､Partl．（2004）６ＰＣＢ356.361.Gibon判決を批判。
的DavidHaytonA2014ReviewofRecentTrustLawDevelopments,２ＴＬ（2014),５１，
５６．
７(）Hinks・ｓ２ゆ麺ｎｏｔｅｌ８ａｔ８０
７ｌその他には、判決文中の「錯誤のタイプ」を説明している章の、パラグラフ114で「も
し状況が、無償処分者が故意に間違い（wrong）であることのリスクを冒した、あるい
はリスクを冒したにちがいないことを示すようなものであれば格別」とだけ、記赦が
ある。
冠このパラグラフ（135）では、租税回避スキー ムに関する裁判では、エクイティ上の救
済が否定される場合、次の二つの根拠のうちのどちらかで、拒否されるのが正しいと
考えられたのだろうとも述べる。すなわち、原告は、専門家のアドバイスに基づき行
動して租税回避スキームが無駄となるリスクを引き受けていたという点か、あるいは
公序良俗を根拠にして裁量的救済が拒否されるべきであるという点である（Lawrence
CohenandJudithBryant・Ｔｈｅｅ鮭ｃｔｏｆ､socialevi1s･ontrustees・decisions・Trusts＆
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念でもって、錯誤による救済が否定される場合を説明しているものである。
しかし、その「リスクの引き受け」概念自体が、独立の阻却事由の地位ま
で高めるべきかは疑わしいとして、Ｇoffのテキストの中で批判されている73。
すなわち、主観的な面（意識的に引き受ける）としては広すぎるし、狭くし
ても余計な表現になるだけである－たとえば、「真の事実にかかわらずあ
る行為を行う意図がある場合」などは、錯誤との因果関係の不存在など他の
要件で処理できる－、もちろん明確さの点にも欠ける。さらに、「リスク
引き受け」という言葉が、なぜそうなのかを言わず、単に証拠不十分な推論
のラベルとしてのみ機能する危険がある、と言う。また、詰まるところ、何
が規範的問題かをぼやけさすという危険もある、とも言う。どんな環境にお
いても疑いがあるにもかかわらず行為した原告を、錯誤リスクを負うという
ことにしてしまうのがよいのか、ということである。そしてその根拠につい
ても、批判者は、故意のリスク引き受けがあった場合、錯誤ではないという
理由付けは、循環論法（circularity）に陥る危険があるという。裁判所が、
当事者のリスクの引き受けを欲する場合に、当事者がそのリスクを引き受け
た、と言っているにすぎないという74。
また、具体的な場面を想定しても、例えば、疑念があったのでアドバイス
を求めると、より的確な一たとえば「○○なので、７０％の確率で成功しま
す」という一答えを得た場合、リスクを引き受けたことになってしまい、
Trustees､Vol､20,No.9,2014,882,884.)。
７３Ｇoff＆Jones,ｓ”ｍｎｏｔｅ６１§9.28「未解決の疑いがあるにもかかわらず行為したり、
ある事実上あるいは法律上正しい前提に基づくという条件付きで、行為するというこ
とを明白にすることなしに行為する、そのような原告が、意識的に自分は間違ってい
るかもしれないというリスクを引き受けているとすることに意義がある｡」という。
別Hawthome,s叩ｍｎｏｔｅ３ａｔ５７６,不当利得に関してであるが､Wilmot-Smithの論文では、
リスク引き受けの理由付けは、循環（論法）になる、暖味である、結論がでない、（そ
れで）判決が下された事件を説明できない、不必要である点、を論じ、むしろ不正な
要素などに目をむけるべきだとしている（Wilmot-Smith,ReplacingRiskTaking
Reasoning,（2011）ｌ２７ＬＱＲ６１０,613.)。
中島昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス縦間裁判例を参考に４９
逆に、何らかの信念があって、アドバイスを求めない、あるいは何らかのア
ドバイスがあっても聞く耳もたない状態だと（前述（｢はじめに｣）のように
錯誤の定義が、「間違った信念」なので）錯誤で救済されることになってし
まうという批判もある75．
たしかに一見すると前者を救うべきで後者が救われるのはおかしいかもし
れないが、間違った信念が存在していない「疑い」の状態は、錯誤に陥って
いる状態といえないのである。しかし、この点に関しては、疑いの程度に
よっては錯誤（による取戻し）と両立しうるという判決もある76．問題は、
錯誤に陥ったか、それともそれを否定しうるようなリスクの引き受けがあっ
たかどうか、であろう。その認定ためには、一方の「疑念の存在」といった
主観的な面でリスクの引き受けの存在を決めるのではなく、客観的な状況で
もってリスクの引き受けを考えるべきだという主張もありえよう77.
そしてさらに言えば、客観的にリスクを冒していることがはっきりしてい
る場合はもちろんではあるが、むしろ、疑いが存在したという事情よりは、
疑問を持ったが従ったといった、その後の対応如何によって救済すべきかど
うかを区別すべきであろう。確かに、未解決の疑いがあるにもかかわらず行
為する人は、間違ってはいないし、何らの錯誤も彼の行為を引き起こすこと
をしていないのであるが、単に不相当に対応した、あるいは単にある妥協を
’・Firthszゆmnote35at17.
76DeutscheMorganGrenfellGroupplcvlnlandRevenueCommissionersandthe
AttomeyGeneral［2006］UKHL49,［2007］ｌＡＣ５５８ａｔ６５,seeAndrewBurrows,ＴＡＥ
Ｌα”ｑｆＲ“"”わ"，（3ｒｄｅｄ,OxfbrdUniversityPress,2011）ａｔ211.本判決のパラグラ
フ１１４で引用されているDeutscheMorgan判決では、疑いは錯誤をすることと矛盾は
ないと示唆した後HoHmann判事は典の問題は、支払い者が彼が間違っている（ｂｅ
wrong）かもしれないというリスクを引き受けたかどうかであることおよび支払い者が
疑いを持ったという事実はこの問題の結論ではないことを提案した、すなわち、疑い
も必然的には請求を妨げないであろう、ということであるが、これに対してGofYのテ
キストは本文にあるような疑問を投げかけている（GofY＆Jones.ｓ””ｎｏｔｅ６１§9‐
２７.)。
７７Burrows.”"ｗｎｏｔｅ７６ａｔ２１Ｌ
行っただけなのかという点の検討も必要であろう沼。今後のイギリス最高裁
でも「リスクの引き受け」が大きく取り上げられることが予想される79．
第３節租税回避８０
（１）不自然な租税回避81
パラグラフ135の中に、「不自然な租税回避（artificialtaxavoidance)』
は82、このような対策を採らない人の肩に不公平な負荷を押しつける社会悪
8２
???
Goff＆Jones,s”ｍｎｏｔｅ６１§9-30．
｢リスク引き受けが将来の議論の中心になるであろう」（HaytonS"”note69at-56)。
Moffat.ｓ”mnote8at33RebeccaMurray，、ＺＸＡ”』｡α"“，（2ｎｄｅｄ.､Thomson
Reuters．2013）§1．００８（反回避立法の解釈)。英国の租税回避については、矢内一好「一
般否認規定と租税回避判例の各国比較」（財経詳報社､平成27年）８０頁以下、今村隆「租
税回避と濫用法理」（大蔵財務協会、再版、2015）450頁以下、松田直樹「租税回避行
為の解明」（ぎようせい、2009）118頁以下参照。
RebeccaMurray,nzxAp0池"“，（2ｎｄｅｄ,ThomsonReuters,2013）ｐｐ､237-240では、
租税回避と脱税の違いは刑務所の壁の厚さの違い。立法の方針に乗るのは回避でない
が、立法で意図しない抜け穴は、回避。不自然な取引は租税回避、なぜなら立法者が
考えていなかったから、などと述べられている。なお、租税回避は本判決パラグラフ
65,85,132にも現れる。
判決以前に啓かれたWalker判事の論文には、受託者に与えられたアポイントメント権
限を例にあげ、その行使についての異議申立理由として、受託者が、１）証書の中の
決定を具体化しなかった、２）以前の同意書の手続要件を満たさなかった、３）許さ
れた権限の範囲を超えた、４）永久禁止の原則を侵害していた、５）裁量権の行使に
対し適切に知力を注がなかった、６）不適切な目的のために椛限を行使してた、７）
行使すべき裁量権を有していたことを理解していなかった、という点が挙げられてい
る。網羅的とまではいえないが、これらの暇流は、受託者の手続的違背から、権限オー
バー、権限濫用へと段階的に繋がっているように筆者には思える。そしてさらに、こ
のような（私法上の）受託者の決定が非難される理由と、（税の申告といったような）
公法上の意思決定が司法審査一手続上の間違い・不合理性・違法性一によるコン
トロールに服する理由との間で類似性があるとWalkerは考えているようである
(RobertWalker,s””ｎｏｔｅ３３ａｔ２２６,227.)。なお、この点に関しては、私法的な裁判
と公法的な裁判では、前者が、受託者が十分に楕報を得る義務を果たした上で、受託
者の裁量的判断で権利が決まり、後者は当事者双方の意見を聞いて判断するものであっ
て、混同すべきでないという反論が考えられる（seeHayton＆Marshall,Ｃ”2"花"”ｒｙ
α"dQzseso〃IﾙｇＬα〃q/Ｔ7,"sfsα"。Ｅ”"6んＲ”昭雄s,（lllhed.,Sweet＆Maxwell’
2005）§9.301)。
８１
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中島昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス最高裁判例を参考に５１
(socialevil）であるという認識が、ますます強く一般的になったと述べてい
る箇所があるが、この点について次にみてみよう。
最高裁判決の結論としては、Pitt事件では「不自然な租税回避」はないと
●●●
判断されたが（パラ142)、Futter事件では、「極端に不自然な」租税回避は
ないとした（バラ135)。前者については、前述（第３章第２節（１））のと
おり相続法89条が指し示す規定の文言を入れるだけで課税されなかったので
あり、実際もPitt夫のために使われていたのでそのような判断になったの
であろう。両事件とも他の複雑な租税回避事件と比べれば、遥かに単純な内
容であって、その意味では最高裁の判断は適切なのかもしれない。なお、
Futter事件では前述（第３章第１節）のように、上訴理由に錯誤が入って
なかったので、裁判所はそれに関連する租税回避についても判断する必要は
なかった。したがって、この点に関しては、まったくの傍論というというこ
とになろう。
まず「不自然な租税回避」が「社会悪」である、と述べる部分であるが、
おそらく「社会悪」という認識のベー スにあると思われる「publicpolicy(訳
語としては、公序良俗、公の政策などの訳があるが、ここでは公序良俗とし
ておく）｣83(判決文ではこのパラグラフ（135）のみに現われる）についても
言及しておこう。「不自然な租税回避の事例で裁判所は、公序良俗違反で裁
量的救済を拒否することを正しいと考えるかもしれない」という記載である
が、そこでは「公序良俗」概念を正面に持ち出すことにより、立法の規定や
Walker判事は、Hastings-Bass原則のもとで、受託者の何かしらの錯誤に白紙委任状
（carteblanche）的な免責を与えるものと考えることはできないと述べるが（Robert
Walker,ｓｚ４Ｐｍｎｏｔｅ３３ａｔ２２６)、むしろこのような着眼点からは、不自然な租税回避目
的の信託設定もこの流れ（ｌ～７）の中で考察すべきではないかと筆者は考える。
郷公序良俗は、原審バラ48にも出てくる。被上告人のＨＭＲＣもHastingsBass原則の否
定の根拠に公序良俗を用いている。被告が本判決のパラグラフ135の「社会悪＝公序良
俗に反する」というという主張をしたが、説得的でないとするAltusGroup（ＵＫ）
LimitedvBakerTilly［2015］ＥＷＨＣ４１１（Ch）もあった（Vaines,ｓ”ｍｎｏｔｅ３９ａｔ、
２４)。
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趣旨に反するような「不正義」を加味している８１．この「公序良俗」は、と
くに練って書かれたものではなく、単に不正（injustice）や非良心性の要件
の中で、あるいは、取消しをする裁判所の裁量権の行使の中で、考慮に入れ
られるものであろうとも言われている85。ちなみに「公序良俗」という用語
を用いる場合は、一般的には、文理解釈により導かれる、法令の禁じるとこ
ろに反するケースかどうかが最初に判断されるべき事件であろう86°ただし
その公序良俗の実質的中身としては、（裁判所がある租税回避スキームの効
力を否定する原則ではないが）Ｒａｍｓａｙ原則が表現しているものであり、一
般租税回避防止規則（GAARGeneralAnti-AvoidanceRule・以下ＧＡＡＲ
という｡）の中のそれと言っていいのであろう87．判決文でも「社会悪」の記
述の直後で、ＷＴＲａｍｓａｙ事件に触れている88．Ramsay判決は、課税されよ
うとしている取引の法的性質を確定するのが裁判所の努めであり、税効果が
一連の取引やその組み合わせの中から生じるのなら、考慮されるのは一連の
取引やその組み合わせだ、とするものである。つまり裁判所は、個々の取引
を超えて、全体として関連するものを見るべきだと言っているのである。そ
の考え方は、この判決が出された頃、出来つつあったＧＡＡＲ８９にも反映され
ている90．ＧＡＡＲの規定の仕方は、所得税、法人税、キャピタル．ゲイン税、
8ISeeSteveEvans・DirtyhandsreachfUrther・ｌ６５ＮＬＪ（2015）ａｔｌｌ.この論文では、
Walker判事は（租税回避をめぐる）法的活動はエクイテイ上の救済を拒否するのを正
当化するほど、手を十分汚くすると示唆したように思える、と述べる。
函Etherton,ｓｚゆｍｎｏｔｅｌ３ａｔｌ６６、
郡SeeCohenandBryant・szゆｍｎｏｔｅ７２ａｔ８８５.なお、受託者は受益者にもっとも利益に
なるよう投資する信認義務があるが、それに影響するような、自己の道徳上や政治上
の信念で判断することは許されない（at886)。
８７TonyMolloyandTobyGraham,EditorialTrusts＆Trustees,Vol､20,Ｎｏ．10.2014,
975,983.矢内一好「英国税務会計史（11)」商畢論纂第56巻第５．６号（2015）159頁、
179頁参照。
８８Ｒａｍｓａｙ原則については、今村前掲注80,450頁以下参照。
８９岡直樹「英国のアー ロンソン報告繊とＧＡＡR」フイナンシャル・レビュー 126号（2106）
１０１頁以下参照。
９０一般否認規定の制定法化や税法に関するイギリス法のアメリカ法からの影響などにつ
中烏昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス最商裁判例を参考に５３
相続税等、比較的広範囲な租税を適用対象とし、全体的な観点から見て、不
正と見なされる租税の取り決めに重点が置かれている91。
またＧＡＡR207条で用いられている濫用（abusive／abuse）という文言は
判決文でも使われており92、重要な語句としてはartificialよりもabusiveで
あるとする見立てもある93。いずれにせよＧＡＡＲとの直接の関係ははっきり
しないこともあり、不自然な租税回避をなんとかしようとする裁判所は、公
序良俗よりもむしろ、個々の法令の解釈を用いている、と指摘するものもあ
る別。
判決は「公序良俗」とともに、「良き市民(goodcitizenship）としての行動」
というフレーズも用いている。公序良俗の問題として、（国家財政的意味で
か）良き市民性を欠く合法的行為ついてエクイティ上の救済を否定されると
いうのであろうが、言うまでもなくこれも明確さを欠く95。ともあれ、裁判
所は、Futter氏により採用されたスキームは、「極端に不自然な」租税回避
でもないが、良き市民としての行動における行使ではない、とまでは述べて
いては、矢内一好「英国における一般否認規定の導入」３４－２号105頁以下、渡辺徹也
「イギリスにおける最近の租税回避事件とＲａｍｓａｙ原則の動向」税法学553号（2005）
219,248頁、矢内一好・高橋里枝「英国における租税回避事案と一般否認規定（１）
（２）」月刊税務事例（2014）４６巻５号61～64頁・４６巻６号67～70頁を参照。
９１http://www､news-digest,ＣＯ.uk/news/life/accounting/11320.1398.ｈｔｍｌ「ニツク・ニコラ
ウ・第４9回（英国ニュー ス」（2017年９月７日閲覧)。TonyMolloyandTobyGraham・
Editorial,Trusts＆Trustees,Vol､２０‘No.9,2014,859.TonyMolloyandTobyGraham・
Editorial,Trusts＆Trustees,Vol､20,No.１＆2,（2014）ａｔＬ
９２何が濫用的租税回避行為であるかについては小林剛「英国の一般的租税回避対処法ガ
イダンス」経済学紀要（亜細亜大学）第４１巻第１／２号13頁以下。
９３CohenandBryant・szゆｍｎｏｔｅ７２ａｔ８８６､合理性(reasonableness)基準が肝になろうが、
ＧＡＡＲＧｕｉｄａｎｃｅの例でも税政策の効果が疑問とするものもある（MalcolmGammie
MoralTaxationlmmoralAvoidance-WhatRolefbrtheLaw?.［2013］BTR・No.4,577.
589)。
91Hayton,ｓｚゆ”ｎｏｔｅ６９ａｔ５６、
９５TonyMolloyandTobyGraham，Editorial・Trusts＆Trustees,Vol､20,No.10,2014,
975.982.
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いる96。「不自然な租税回避」ではエクイテイの救済を認めないことがあるか
も、といった警告の意味があり、社会正義を意識した記述であろう。
なおこれらの観点から、控訴院の判決が、Hastings-Bass原則や、錯誤
一錯誤が前述（第４章第２節(2)）のOgilvie基準（受贈者側で贈与された
財産を保持していることが不正（unjust）になるほどの性質の錯誤の場合、
贈与者は財産を取り戻すことができる｡）を充たすに足る重大な場合であっ
ても－によって行為の取消しを認めなかった（原審パラグラフ224)97点を
考えてみると、どこまで正不正に関する事柄に配慮しているかという面も見
えてくる。たとえば控訴院より最高裁の方が、（前記、錯誤救済が認められ
た「(1)Pitt事件の事実」で示した）アドバイザー事務所の報告書の内容が
細かく取り上げられている点においても窺える。今後、救済を与えるか与え
ないか、あるいはそのためにどのような判断材料が必要かの基準を、判例蓄
積に基づき細かい点まで明瞭にされることが望まれる。
前述（第１章）のように工夫による租税回避を認める立場にあっては、例
えば脱税のような違法な目的の取引は、脱税という結果さえ生じていなけれ
ば、仮に取引目的に脱税の意図があったとしてもそれによって救済を拒否し
ないであろうと述べる文献もある98ｏそうであるなら、法律の趣旨に反する
脱税状態に至って初めて、それを補強する主観的な非良心性やあるいは社会
悪も問題になって来るのかもしれない。本節では非良心性などとくに抽象的
な概念がいくつか登場してきたが、前節のリスクの引き受けの議論と同様
に、客観的な状態に立脚し、その上でさらに抽象的な概念を吟味すべきであ
ろう。その際には、事実に基づいた上で、錯誤者の錯誤時の誠実性にも焦点
９６Futter事件の相殺が良き市民性欠如であるか疑問であるのは当然であるが、不自然な
租税回避の実行であるかも疑問である、という論評もある（Hinks,ｓ"ｍｎｏｔｅｌ８ａｔ
８６.)。
師前稿62頁。
９８Firth,ｓ”ｍｎｏｔｅ３５ａｔｌ７で紹介されているPaintervHutchinson［2007］ＥＷＨＣ７５８
（Ch)。
中島昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス最高裁判例を参考に５５
をあて、租税回避行動との対比をしながら判断すべきであろう。
（２）信託の役割と税
パラグラフ65では、「個人の顧客の世界では、たいてい、税が関心事であ
る裕福な家庭によって信託が設定されている」と述べ、そして「家族信託を
全体としては社会に潜在的利益になるとみなす人たち」の立場から、「より
危険であるのは、税のことをほとんど考えていない受託者よりも、それ以外
の重要な事柄の考慮を排除してしまう、課税や租税回避の危険性である」と
言っている。パラグラフ65で言われているようなことは、とくにオフショア
信託にあてはまり、オフショア信託を扱う事務所の役員やスタッフは顧客の
設定者についてほとんど知らないという事態が発生し（バラ66)、信託の良
さを見失うことになりかねない。信託における主な発展は，課税という刺激
との関連でもっともうまく説明できるが"』00､信託は裕福な家庭（パラ65）で
用いられ富の蓄積に貢献している面もある。しかし社会全体から信託や租税
回避を考えた場合、イギリスでも豊かな強者が税金を払ってないことに国民
の不満が強く、企業や政治家の租税回避については強い批判が起るのも当然
であろうｌ０ｌｏこのような租税回避についての世間の考え方の変化に配慮しな
くていいという訳でもなく、課税権を持たない裁判所としては、種々の租税
回避禁止立法の立法趣旨や、社会常識の変化などを捉えて判断する他はない
であろう。
（３）その他一本判決に対するオフショア法域の反応
前稿（63頁）で、信託に関する錯誤の要件につき、結果を区別する控訴院
判決を否定したジャージイ（Jersey）の裁判所の対応に触れた。そこは他と
９９Ｍo他t，ｓ”ｍｎｏｔｅ８ａｔ７３・
'００受託者が一般的な管理について決定をする際でも、避けられる場合ではあるが、さら
なる課税を発生させない受託者の注意義務というものも含まれよう（Rose-MarieBelle
Antoine,Ｑﾉﾂ19ＡｏｒＥＦＹ"α"cjaノＬα〃.．Ｔγ脚ｓｊｓα"dReAz”ｄ、政Ａｓ"ES，（2ndOxford
UniversityPress’2013).Preface,§19.2.ＳｅｅＰ・HPettit,s”ｍｎｏｔｅｌ７ａｔ２８)。
１０１渡遥哲也「パナマ文書」（徳間書店電子響籍版、2016）第３章。志賀樫「タックス・ヘ
イブン」（岩波新諜、2013）も参照。
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比べ多少突出した感のある法域であり、次のような修正法を制定したりもし
ている（バー ミュー ダ（Bermuda）も)'02.すなわち、控訴院判決より前の
Hastings-Bass原則を条文化し、ジヤー ジイの錯誤法を規定した1984年
ジャージイ信託（修正）法が本判決後の７月に制定され、１０月に施行にされ
ている（枢密院は承認)'03．錯誤と不十分な考慮のケー スを扱い、Ogilvie基
lIl2FumessandScott,s”ｍｎｏｔｅｌ４ａｔ８７６､他のオフシヨア地域についても参照。
'０３Wilson,ｓ”ｍｎｏｔｅ２６ａｔ９８４・HastingsBass原則と錯誤の関係がある程度整理されてい
るので、該当条文を以下にあげておく。
信託（修正６号）（ジヤー ジイ）法47条Ｆ「受認者の権限（6duciarypower）によって
行使された信託に対する取引又は処分を無効にする権限
１項本条で「ある権限を行使する者」とは、設定者のために信託に対し財産を処分
をなす、または譲渡する権限を行使する者で、かつ権限の行使に関連して設定者に対
し信認義務を負う者を意味する。
２項裁判所は、４７条１１項で特定される者の申し出に基づき、かつ第３項で示される
状況のもと、ある権限を行使する者を通じた、（その者のみであるいは他の設定者とと
もにであるかを問わず）設定者による信託への移転又は他の処分は、取消しうる、かつ
ａ号裁判所が定める効果を有する、または
ｂ号行使の時点から効果がない、
旨を宣言しうる。
３項その状況とは、権限の行使に関係し、権限を行使する者が
ａ号重要な考慮しなかった、あるいは重要でない考慮をした、かつ
ｂ号権限を行使しなかったであろう（would)、あるいは、亜要な考感をしなかっ
たこと、又は重要でない考慮をしていたことがないなら（butibr)、実行されるような
方法で権限を行使しなかったであろう、
場合である。
４項第３項で示される状況は、権限を行使する者の側における、または権限行使に
関連して助言を与える者の側における、何らかの注意の欠如あるいは他の過失によっ
て発生したかどうかを問わない。
４７条Ｇ錯誤により信託または信託財産に関連する権限行使を無効にする権限
１項本条において、「椛限を行使する者」とは、受託者の資格をもった者以外で、信
託あるいは信託財産に関連し椛限を行使する者を意味する。
２項裁判所は、４７条Ｉ第２項で特定される者の申し出に基づき、かつ第３項で示さ
れる状況のもと、受託者又は信託または信託財産につき、あるいは関連し、ある権限
を行使する者による権限の行使は、取消しうる、かつ
ａ号裁判所が定める効果を有する、または
ｂ号行使の時点から効果がない、
中烏外：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス最高裁判例を参考に５７
準に近い要件を定めている10'。ただしその立法の中には、課税結果の錯誤に
言及はなく、また「人為的な租税回避スキームの下で錯誤がなされたからと
いって錯誤は救済されないだろう」というジャージィの王立裁判所の提言も
存在していなかった'05．
どこのオフシヨア法域であれ、それぞれの税制をひきずっており、それま
で以上にイギリスの課税当局を保護する理由はなく'06、伝統的な法を採用す
ることで受託者に有利に働くような立法を制定し信託を誘導したいのであろ
う。
第５章平成29年改正民法と日本法への示唆
これまで前稿と本稿でHastings-Bass原則の発生から変形・発展、その役
割の縮小に至るまでを見てきた。それにより受託者や法律の専門家の行動も
変化し、そして受託者が租税回避目的の取引を行いながらも租税回避に失敗
した場合に、その取引の無効を求めるというような、濫用気味の原則利用に
至った。その結果、これを否定する原審の控訴院判決や本判決が出された。
と同時に、エクイティ上の錯誤についてもその適用範囲が広げられ、それに
よる救済の余地もでてきた。その際の思考過程は、民法改正により、英米法
旨を宣言しうる。
３項その状況とは、受託者又はある権限を行使する者が
ａ号権限の行使に関連し錯誤をなし、かつ
ｂ号錯誤が、裁判所が本条に基づき宣言するのを正当にするほどの重大な特徴を
もつ、
場合である。
肌叫Ｈａｍ.s"P”ｎｏｔｅ６ａｔ９７５・スコットランド法律委員会でも、専門家のアドバイスを得て
いれば信認義務述反はないとする最高裁の態度を批判し、間違ったアドバイスに従う
ならば、関係のないことを考慮したとして、先の信認義務とは別の義務違反の余地が
あるとする。信認義務違反や過失の要件を拒否し、さらに重要性や非良心性の要件に
とらわれない、細かな錯誤基準を定めている（Hamszゆ”ｎｏｔｅ６ａｔ９７８.)。
lo6CohenandBryant.ｓﾉｲﾉｳｍｎｏｔｅ７２ａｔ８８８、
l06Hinks.ｓ"Ｐｍｎｏｔｅｌ８ａｔ８６．
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の錯誤法にやや近づいた感のある民法95条の解釈の際に'07、参考になろう。
とくに本判決はイギリスで一般否認規定が出来る前のものなので、日本法に
より示唆を与えるものとなろうlO8o
多少、イギリス法を倭小化し強引であるかもしれないが、改正民法第95条
の２つめの錯誤の定義（｢表意者が法律行為の基礎とした事情についてのそ
の認識が真実に反する錯誤｣）おける「認識（recognition)」を、事実はこう
いうものだ、あるいはその意義はこうであると理解するという意味であると
して、判断に至る前段階ととらえるならば、その定義は、英米法の錯誤の定
義でいうところの「事実問題や法律問題についての誤解したあるいは間違っ
た信念」と'09、ほぼ対応していると言ってよいかもしれない。また、取消し
の条件となる「その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして
重要なものであるとき」は、前述（第４章第２節(1)）の「重大性」に対応さ
１０７第95条（錯誤）意思表示は、次に掲げる錯誤に基づくものであって、その錯誤が法律
行為の目的及び取引上の社会通念に照らして亜要なものであるときは、取り消すこと
ができる。
一意思表示に対応する意思を欠く錯誤
二表意者がとした事情についてのその認識が真実に反する錯誤
２前項第二号の規定による意思表示の取消しは、その事情が法律行為の基礎とされ
ていることが表示されていたときに限り、することができる。
３錯誤が表意者の重大な過失によるものであった場合には、次に掲げる場合を除き、
第一項の規定による意思表示の取消しをすることができない。
一相手方が表意者に錯誤があることを知り、又は重大な過失によって知らなかった
とき。
二相手方が表意者と同一の錯誤に陥っていたとき。
４第一項の規定による意思表示の取消しは、善意でかつ過失がない第三者に対抗す
ることができない。
ｌ０６その頃の状況につき、矢内一好「英国における一般否認規程の導入」国際税務３４(2)
（2014）１０５，１１４頁参照。なお、租税回避の否認規定である法人税法'32条（同族会社等
の行為又は計算の否認）やその中の文言である「不当」（性）も注意を払わなければい
けないであろうが本稿ではその余裕がない（松丸憲司「租税回避に対する法人税法１３２
条等の行為計算否認規定のあり方」税大論叢51号（2006）387,420以下参照)。
,鱒OxfbrdDictionaryofLaw，（51ｈｅ｡.,OxiOrdUniversityPress,2001）mistakeの項。
中島外：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス鰻高裁判例を参考に５９
せることができ、「法律行為の基礎」は前述（同前）の「前提（assumption)」
に含まれよう''0°そうであるならば、事実（事情）について、間違った（真
実に反する）信念（認識）を問題とする場合、これまでみてきたように正義
不正義といった社会的な面も基準にして錯誤の有無を判断が必要になる場合
が出てこよう。そのような観点（規範的錯誤論とも呼ぶべきかもしれな
い'''｡）が今後の改正錯誤法解釈にとっても必要であろう。さらに、改正法
の「認識」と「真実」のように、心の中と事実を同時に問題にする以上''2人
の良心も関わってくるのではないだろうか。そうした場合、事後的に裁判所
は客観的な「結果」に基づき、裁判官の正義感で最終的に救済すべきかどう
かを決めるべきである。裁判所は、客観的資料を用いて、事後的に取引中に
は当事者も分からなかった心の中を推測するということになろうか。このよ
うな視点から錯誤につき「総合的な判断」をして''３，検討することが必要で
あろう。
''０法制審議会民法（俄権関係）部会第96回議事録６頁－７頁参照（以下、引用にあたって
は部会名を打略する)。さらに第８6回会議資料の山本敬三「動機の錯誤に関する判例の
状況」７頁（NBLNolO24（2014）２２頁）では、「前提錯誤」に関連し、「個別的な前
提に関する錯誤が問題となった裁判例は、数多く存在する。これらは、問題となった
前提の種類に応じて､①給付の実現可能性､②給付の利用可能性､③対価の取得可能性、
④目的の実現可能性、⑤リスクの程度、⑥税金の負担に関するものに分類することが
できる｡」とあるので、本稿で紹介したリスクの引き受けの議論は、合意との関連で示
唆に篇む。
''１「(旧法の）要素の錯誤に該当する必要があるが、この要件は規範的な要件であってそ
の該当性の有無の判断に当たって様々な事情を考噸することができること」第76回部
会資料66B，７頁、石崎泰雄編箸「新民法典成立への扉一法制群議会の議論から改正
法案へ－」（信111社、2016）２５頁参照。
''２「法律行為の要紫に錨誤」という文言は、主観的因果性と客観的重要性という二要件に
分析できるとしても、その判断の中に一定の規範的評価（当該錯誤が意思表示の取消
しを認めるほどのものかどうか）が織り込まれたものであったと見ることのできる表
現であるし、実際上も、錯誤を理由とする取消しを認めるかどうかを判断する際に、
一定の規範的評価を行うことは有用であるようにも思われる｡」（第96回部会資料83-
２，１頁)。
'１３第88回議事録22頁の岡委員の発言。
６０鹿児島経済論集第58巻第１号（2017年11月）
また錯誤は、そもそも事前に分からない、予見不可能なものである。もし
分かれば「リスクの引き受け」であり、上記（第４章第２節(3)）でもその程
度を含めて議論されている。ただし日本の法改正の議論では、どういう場合
にいずれが錯誤リスクを負担しているとするかの問題を扱っているように見
受けられる''4。「事実を誤認したリスクをいずれが負担するかは、事実と異な
る情報に基づいて意思表示がされたことについての当事者双方の帰責性の有
無及び程度、その情報の‘性質（いずれのアクセスしやすいものであるか)、
当事者の属‘性などをも考慮して判断する必要があるとも考えられ｣''5｢意思
表示の形成過程で生じた認識の誤りのリスクは原則として表意者が負担すべ
きであ」るというな捉え方がなされているようである''6。
まとめにかえて
本稿では、イギリス最高裁のWalker判事の見解を中心に検討したが、そ
の発想の部分部分は日本の判決文の中にも表れているように思える。事案的
になるべく近いものを裁判例であたってみると（以下の傍点部分は本稿で触
れた部分に言い回しとして近い箇所｡)、たとえば、平成１８年２月23日高松高
裁判決のように''7,「課税負担の錯誤が当該法律行為の要素の錯誤に当たると
して，当該法律行為の錯誤による無効を認め，一旦発生した納税義務の負担
●●●●
を免れることを是認すれば，そのような錯誤の主張を思いつかない一般的な
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
大多数の納税者との間で著しく公平を害し，租税法律関係が不安定となり，
●●●●●●●●●●●●●●●
ひいては一般国民の素朴な正義感に反することになる｡」というように「公
１１４
１１５
１１６
１１７
第76回会議議事録２頁、第88回会議議事録１２頁など参照。
第76回部会資料66B、６頁。
第86回部会資料76Ａ、３頁。
訟務月報52巻１２号3672頁。なお平成18年10月６日最高裁決定により上告不受理。これ
とは逆に、遺産分割課税に関係し「申告納税制度の趣旨・櫛造及び租税法上の信義則
に反するとはいえないと認めるべき特段の事情がある場合に該当するものというべき
である」として錯誤主張を認めたものとして平成21年２月27日東京地裁判決（判例タ
イムズ1355号123頁）が注目されている。
平」や「正義感」に触れるものがある。とくに「公平」の記載は比較的多い。
良心性．非良心性という言葉を直接に用いる判決は見当たらなかった
が''８，錯誤の主張が信義則違反に当たるか否かに関し、平成23年５月１２日東
京地裁判決では''９，「原告は、商法526条（買主による目的物の検査及び通知）
の規定との関係で、本件各売買契約で物品受領書を原告に交付した被告が錯
誤を主張するのは信義則に反する旨主張する｡」（錯誤主張の根拠がもう一点
あるが省略した）が「被告が錯誤に陥った一因を原告が作出していることか
らすれば、被告による上記各契約の錯誤の主張が信義則に反するということ
はできない｡」というのもある。（非）良心性を間うていると言えなくもない
事案である'20．Ogilvie基準に関しては、直接錯誤とは関係ないが、錯誤主張
後の処理として関係の深い不当利得に関し'2'、昭和52年６月28日名古屋高裁
●●●●●●●
判決の中で122、一般論としてではあるが「不当利得制度は利得保有が正義・
●●●●●●●●●●●●●●●●●●
公平の基本原理に照らして是認し得ない場合に個別的救済の法理として公
法、私法のすべての分野を支配するものとして存在し、税法においても例外
ではない。」と述べるものがある。
リスク引き受けに関しては、その文言自体は使用していないが、平成12年
３月27日千葉地裁判決は'23,「本件節税対策もまさに節税のためにひとつの法
形式を自由に選択して行われたものであり、結果的に期待した節税効果があ
げられなかったとしても、その選択した法形式をいまさら否定することはで
122
1鋤
??????
Dl-Law,com（第一法規法怖報総合データベース）を利川。
金融・商事判例1371号56頁。
判例で相手方惹起の錯誤が認められる点につき961,1談邪録鹿野氏発言５頁（Catharine
MacMillan・jViS舷睦/〃ＣＯ"/”“Ｌα".（HartPublishing2010),at248では、錯誤に陥っ
ていることを知らないはずのない相手方によって、錯誤者の申し込みに対しケチをつ
けたケースで、錯誤に陥っていない相手方は非良心的な態度であるとする裁判例を紹
介する)｡
ただし民法改正で原状回復義務の規定が新設された（改正民法第121条の２第２項参
照)。
判例時報876号99頁。上衿群は昭和53年３月l6H鹸尚裁判所判決（判例時報884号43頁)。
税務訴訟資料247号１頁。
1２１
中島昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス鮫高裁判例を参考に６１
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きず、また、これを錯誤ということはできない。」というように、「選択」を
理由にリスク引き受けを認定し、錯誤主張を認めない事例がある。
最後に、租税回避に関しては、同じく直接錯誤につき判断したものでない
が、イギリス法との類似性も指摘されている124、平成１７年12月19日最高裁判
．．．．。・・・●●●●●
決を取り上げる125。そこでは「本件取引は、全体としてみれば、本来は外国
法人が負担すべき外国法人税について我が国の銀行である被上告人が対価を
得て引き受け、その負担を自己の外国税額控除の余裕枠を利用して国内で納
付すべき法人税額を減らすことによって免れ、最終的に利益を得ようとする
ものであるということができる。これは、我が国の外国税額控除制度をその
．・・・・。●●●●●
本来の趣旨目的から著しく逸脱する態様で利用して納税を免れ、我が国にお
いて納付されるべき法人税額を減少させた上、この免れた税額を原資とする
利益を取引関係者が享受するために、取引自体によっては外国法人税を負担
すれば損失が生ずるだけであるという本件取引をあえて行うというもので
あって、我が国ひいては我が国の納税者の負担の下に取引関係者の利益を図
るものというほかない｡」と判示している。改正前法人税法第69条という外
国税額の控除制度の規定の趣旨に反する行為ということで126､制度の「濫用」
と断じている。本稿が扱う錯誤事件に引き直すと、租税回避のためだけの、
おおよそ経済生活上の行為とは言えない取引を、想定と異なる課税がなされ
たという理由で、錯誤無効主張することができるか、ということになろう。
一般的には、租税回避を否認できるかどうかについて租税法律主義の観点
から通常の取引と異なっても否認を認めないとする立場と、否認の可能性を
認める立場に分かれるのであろうが、同じことを錯誤事件に当てはめれば、
前者からは錯誤を認める、後者の立場からは認めないということになろう
'2』今村隆「租税回避の意義とＧ８各国の対応」フイナンシヤルレ・ビユー、第126号、
（2016）２９頁。
'２５平成１５年（行上）257判例時報1918号３頁。
'２６今村前掲注１２４，２４頁注27他。
中島昇：受託者の錯誤に対する救済と租税回避一イギリス鰻高裁判例を参考に６３
か'27．卑見としては、前者に近い取扱いをしながらも、租税回避の「効果」
が無かった場合は別として、脱税まがいの、課税要件規定や課税減免規定の
｢法の趣旨」に反するようなケースでは、錯誤による救済を認めない立場に
組したい。正義論はより具体的基準でないと実務的な意味がなく、租税回避
の事例は、その格好の基準を探る場であろう。租税法律主義'28についての考
え方が違ったとしても社会の諸要素の相互関係の日英共通性はあるはずで、
イギリスのように正不正、非良心'性などを含んだ規範的な錯誤の解釈（論）
を目指すべきだと考える。
127平成29年税法学会（大阪大学）の谷|｣－今村論争を参考にした。租税回避については、
金子宏「租税法〕（弘文堂、２２版、2017）126頁以下、清永敬次「租税回避の研究」（ミ
ネルヴァ審房、1995)、岡村忠生編著「租税回避研究の展開と課題」（ミネルヴァ書房、
2015)、川田剛「節税と租税回避一判例にみる境界線」（税務経理協会､2009）他参照。
ｌ２ｌ３イギリスの租税法律主義については、小林前掲92,13頁１５頁以下参照。
